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■ 農業就業人口の状況（販売農家）
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第１節　個性ある農林水産業の展開

● 現状と課題

（1）農業経営構造の確立
■　ウルグアイ・ラウンド農業合意* により、平成7
年からＷＴＯ* 体制へ移行し、農産物の輸入自由化
が急速に進み、産地間競争が激化するとともに、
諸外国との経営規模の格差に伴う生産コストの抑
制が課題となっています。また、農業従事者の高
齢化及び後継者不足により、農業従事者が減少す
るとともに耕作放棄地が増大するなど、農業の活
力は年々低下しています。

■　国においては平成11年度に、21世紀を展望
した日本農業の基本的指針として、食料・農業・
農村基本法を制定しました。また、食料の安定供
給の確保、農業が持つ国土や自然環境保全などの

多面的機能の発揮、農業の持続的発展及び農村の
振興という4つの基本理念に基づく食料・農業・
農村基本計画を策定しました。

■　本市では、地域農業の今後の展望を示した地域
農業マスタープランを策定し、地域営農システム
の構築や認定農業者の育成、農地の利用集積、新
規就農の促進を図ってきました。
しかし、農業就業人口が平成12年からの5年

間で16.7%減少し、65歳以上の割合も66.9%
にまで増大するなど、高齢化が急速に進行してい
ます。また、農家一戸当たりの平均経営耕地面積
は減少傾向にあり、土地利用型農業における農業
経営の規模拡大は進んでいない状況です。

■ 農家数及び経営耕地面積の状況

平成2 7 12 17年
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＊ウルグアイ・ラウンド農業合意：世界貿易上の障壁をなくし、貿易の自由化や多角的貿易を促進するために行なわれた通商交渉。ウルグアイで1986年
（昭和61年）に開始宣言されたことからこの名がついた。農業分野は交渉が難航したが、将来的に全ての農産物を関税化に移行させること、最低輸
入義務（ミニマムアクセス）を決定するといった合意がなされた。
＊ＷＴＯ：世界貿易機関。自由貿易促進を主たる目的として作られた国際組織。ＧＡＴＴ（ガット）ウルグアイ・ラウンドにおける合意に基づき、マラ
ケシュ宣言により1995年（平成7年）1月1日にＧＡＴＴ（ガット）を発展解消させて成立した。

基本計画

農　業農　業

（Ⅰ）農業経営基盤の強化

●農　業 ●林　業 ●水産業

（資料：農林業センサス） （資料：農林業センサス）
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■　全国的に農業を取り巻く情勢が厳しい中、国は
平成16年度に、新たな食料・農業・農村基本計
画を決定しました。
今後も、地域農業の支援組織である営農支援セ

ンターの活用により、認定農業者の農業経営の法
人化や小規模な農家、兼業農家を構成員とした集
落単位の営農組織の育成を促進する必要がありま
す。
また、新規就農や市民アンケートでも要望の高

い後継者育成など、新たな担い手の確保に努める
とともに、担い手への農地の利用集積を促進し、
効率的かつ安定的な農業経営を推進する必要があ
ります。

（2）多面的農業の展開
■　ライフスタイルや価値観が多様化している中、
豊かな自然環境や美しい景観にふれあうことので
きる農村への関心が高まっています。

また、農業は食料の供給だけではなく、国土の
保全や水資源のかん養、自然環境の保全、良好な
景観の形成、文化の伝承など、多面的な機能を有
しています。
今後は、本市の豊かな自然や景観、また農業の

多面的機能を生かし、滞在型市民農園（クライン
ガルテン）等観光施策と連携したグリーンツーリ
ズム* による都市住民と農村との交流を推進する必
要があります。
特に、団塊世代の大量退職者の多くが農村での

暮らしを望んでいる傾向が見られることから、受
け入れ体制の充実を図る必要があります。

＊グリーンツーリズム：都市住民が自然豊かな農山漁村で、自然や文化を始め、地元の人たちとの交流を楽しむ滞在型の余暇活動。
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農業祭

地場産品の生産体制やPRの充実を図り、ブランド（特産品）化を進める
研修や講習会などを充実させ、後継者の育成を進める

稲作以外の収益性の高い作物（野菜、果樹、花卉）等の生産を拡大する
高速交通網やインターネット等を活用し、産地直送販売などの販路拡大を進める

新品種・品目の導入や栽培法の工夫などを進め、生産性の向上を図る
市民農園など農家以外の農地利用を進める

農林水産業の大規模経営（個人・法人）化を進める
観光農園や農林業作業体験など都市農村交流の充実を図る

施設農業（温室栽培や水耕栽培など）による周年栽培化を促進する

■ 平成17年度 佐久市総合計画策定に係る市民アンケート
　　 農林水産業について、力を入れるべき施策（複数回答）
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■ 経営耕地面積規模別農家数の推移（販売農家）

平成2 7 12 17年
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（資料：農林業センサス）

（資料：企画課）
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（3）土地基盤の整備
■　土地基盤の整備については、これまで、国・県
の補助事業及び市単独事業による農村総合整備事
業やほ場整備事業を推進した結果、大規模事業は
ほぼ完了しており、現在は、農道・用排水路等の
整備に努めています。
今後も、整備率の低い畑地等の土地基盤整備に
努めるとともに、地域要望に配慮しつつ、農道・
用排水路・ため池等の整備を実施し、農業の生産
性の向上を図る必要があります。

（4）優良農地の保全
■　佐久市農業振興地域整備計画に基づき、優良農
地の保全に努めています。今後も、国土利用計画
（佐久市計画）等との整合を図りながら、佐久市
農業振興地域整備計画を適正に管理しつつ、農地
の利用集積を促進するなど、耕作放棄地・遊休荒
廃農地の発生防止に努め、優良農地の保全を図る
必要があります。

基本計画

◎　地域農業の担い手を育成・確保するとともに、担い手への農地の利用集積を促進し、効率的かつ安定的
な農業経営を推進します。

◎　国土の保全や水資源のかん養等、農業の有する多面的機能の維持・向上に努めるとともに、都市住民や
団塊世代の大量退職者等の受け入れ体制の充実を図ります。

◎　農業の生産性の向上を図るため、土地基盤の整備や、農道・用排水路等の整備を促進します。

◎　佐久市農業振興地域整備計画の適正な管理により優良農地を確保・保全するとともに、耕作放棄地・遊
休荒廃農地の発生防止と再生・活用を図ります。

● 施策の方向

ほ場整備された田園（五郎兵衛新田）

939333393
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（3）土地基盤の整備
○　農業の生産性の向上を図るため、畑地及び中
山間地等の未整備農地の土地基盤整備に努めま
す。

○　農道・用排水路・ため池等の農業生産基盤の
整備を促進します。

○　佐久市農業振興地域整備計画を適正に管理す
るとともに、農地の利用集積を促進します。

○　耕作放棄地・遊休荒廃農地の発生防止と再生
・活用を図ります。

● 主要施策

○　営農支援センターを中心とした営農支援体制
の強化を図ります。

○　新たな営農組織の育成や、認定農業者の確保
に努めるとともに、認定農業者の農業経営の法
人化を促進します。

○　新たな農業の担い手である農業後継者や新規
就農者の育成・確保を支援します。

○　効率的で安定した農業経営を行うため、農地
の流動化を図り、担い手への農地の利用集積を
促進します。

○　国土の保全や水資源のかん養等、農業の有す
る多面的機能の維持・向上に努めます。

○　滞在型市民農園（クラインガルテン）の開設
など、農業体験を通じた都市住民との交流を推
進します。

○　観光施策との連携によるグリーンツーリズム
を推進します。

○　都市住民や退職者等の就農による定住を促進
するため、受け入れ体制の充実を図ります。

○　地域農業の活性化を図るため、農業特区制度
の活用を検討します。

（1）農業経営構造の確立

（2）多面的農業の確立

（4）優良農地の保全

第3章 100万経済圏を目指した産業基盤の強化と新たな産業の創出
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● 現状と課題

（1）食料の安定供給の確保
■　世界的な人口増加やアジア諸国の経済発展によ
る食料需給の逼迫等、世界の食料需給に関する不
安定要因が顕在化しており、国内での食料の安定
確保が重要な課題となっています。

■　日本の食料自給率* は、カロリーベースで昭和
40年度に73%でしたが、平成10年度には40
%まで低下し、その後は横ばいで推移しています。
また、穀物自給率*は、平成13年で28%と、世

界173の国・地域の中で130番目に位置し、主
要先進国の中では最低水準となっています。
このような中、食料を国内で安定して確保でき
るよう、農産物の生産性を高め、食料自給率の向
上を図ることが重要となっています。

■　本市は、米を主要作物とし、野菜・果樹・花卉
など園芸作物や畜産物など、市内の各地に様々な
農産物の産地を形成し、農業振興を図ってきまし
た。
今後は、さらに農産物の生産性を向上させると
ともに、食料自給率の向上を図るため、情報通信
技術やバイオテクノロジー* などの先端技術の活用
や民間企業・研究機関との連携により、新農業技
術開発拠点を整備し、農業を収益力がある地域産
業として育成していく必要があります。

■　本市の優れた自然条件と高速交通網の結節都市
としての優位性を生かし、また新農業技術開発拠
点を中心に、市内の農産物の産地間連携により、
農産物総合供給基地の確立を推進する必要があり
ます。

（2）食料の安全確保
■　平成１３年に牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の発生が
国内で初めて確認され、その後、食品の不正表示
事件が相次いだことから、食の安全に対する消費
者の信頼は大きく揺らいでいます。
このような中、牛の個体識別のための情報の管

理及び伝達に関する特別措置法（牛トレーサビリ
ティ法* ）の制定、農林物資の規格化及び品質表示
の適正化に関する法律（ＪＡＳ法* ）の改正が行わ
れるとともに、平成18年度には農産物の新たな
農薬残留規制が導入され、食の安全性に関する対
策が強化されました。
今後は、消費者ニーズに応え得る安心で安全性

に優れた農産物の供給がますます重要となります。

■　地域農産物の一層の消費拡大を図るため、消費
者ニーズに即応した安心で安全な農産物の生産と、
農家と消費者を結びつける地産地消を促進する必
要があります。

佐久南インターチェンジ（仮称）付近

（Ⅱ）農業生産の振興

＊食料自給率：国内で消費される食料に対する国内生産量の割合。
＊穀物自給率：国内で消費される穀物量に対する国内生産量の割合。
＊バイオテクノロジー：生物体及び生物体の持つ機能を解明し、その成果を保健医療、環境保全、農林水産業、化学工業等に役立てようとする技術の総称。
＊牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（牛トレーサビリティ法）：牛一頭ごとの飼養履歴等に係る情報を一元管理するなど、
牛の個体識別のための情報の適切な管理及び伝達に関する措置を講じるための法律。

基本計画
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（3）作物別農業生産の振興
■　本市の農業は、水稲や野菜、果樹、花卉、畜産
など、市内の各地に産地を形成しており、関係機
関と連携のもと、生産性の向上やコスト削減対策
など、各種振興施策を推進しています。
今後も、市民アンケートでも要望の高い、消費

者ニーズに応え得る安心で安全性に優れた、農産
物のブランド化を進める必要があります。そして、
産地の育成を図るとともに、積極的なＰＲに努め
つつ、高速交通網の結節都市としての優位性を生
かし、販路の拡大を促進する必要があります。

□　水稲：本市の主要作物である米は、五郎兵衛米、
神ノ尾米、切原米、相浜米、さくさく米のブラン
ド化と販路拡大に取り組んでいますが、市場での
価格競争に耐え得る効率的な生産体制の強化が課
題となっています。
このため、生産コストの低減や、経営規模拡大

を目指す担い手への農地集約化による生産体制の
合理化を促進するとともに、良質米産地として、
水稲・養魚併用田による低減農薬米の普及や新た
な流通の確保に努める必要があります。

□　野菜・果樹・花卉等：高燥冷涼な気候や豊富な
日照など恵まれた自然条件を背景に、はくさい、
レタスなどの高原野菜や、ミニトマト、プルーン、
りんご、もも、菊、カーネーションなどを主力作　
物としており、市場から高い評価を受けています。
今後も、栽培の団地化や担い手の育成を図ると

ともに、高齢者・女性の労力に見合う軽量作物・
新品種の導入などにより、大消費地に直結する都
市近郊型産地としての確立が求められています。
また、健康志向の高まりから、ハーブ・トウキ

などの薬草を新たな特産物として導入するととも
に、温泉施設等と連携した活用を促進する必要が
あります。

□　畜産：輸入自由化による価格の低迷や供給過剰、
また飼育農家の高齢化が進み、生産頭数、飼育農
家数とも減少しており、自給飼料の生産拡大を主
体とした生産コストの抑制、優良種の導入などに
よる生産の合理化が課題となっています。
また、家畜排せつ物の処理を高度化し、生産さ

れた有機肥料を土壌に還元することにより、環境
の保全と資源循環型農業を確立するため、望月土
づくりセンターや堆肥製産センターの活用を促進
する必要があります。

＊農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（ＪＡＳ法）：食料品などの規格や表示のルールを定め、消費者が正しい情報を得て安心して食
料品などを購入できるようにすること等を目的とする法律。

■ 農業産出額（総額・主要農作物）の推移
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（資料：長野県農林業市町村別統計書）
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（2）食料の安全確保

（3）作物別農業生産の振興

◎　中部横断自動車道佐久南インターチェンジ(仮称)周辺に、新農業技術開発拠点の整備を推進するととも
に、米、野菜、果樹等の産地との連携による農産物総合供給基地の確立を図ります。

◎　消費者ニーズの高い安心・安全な農産物の生産や地産地消を促進します。

◎　良質で安全性に優れた農産物のブランド化を進め、産地の育成を図るとともに、高速交通網を活用した
販路の拡大とＰＲに努めます。

● 施策の方向

● 主要施策

○　中部横断自動車道佐久南インターチェンジ(仮
称)周辺に、民間企業や研究機関との連携による
新農業技術開発拠点の整備を推進します。
○　農産物の生産性の向上を図るため、情報通信
技術やバイオテクノロジーなどの先端技術の活
用を促進します。
○　地元農産物の市場開拓等を目的とした農産物
直売所、加工施設等の整備を促進します。
○　奨励品種の普及や栽培技術指導、経営ノウハ
ウの習得、市場の情報収集を図るため、農業研
修センター及び栽培実証温室の整備を促進しま
す。
○　通年・安定生産を目指し、熱エネルギー等の
導入を検討します。
○　市内全域へ新農業技術の導入・普及を促進す
るとともに、関係機関や産地間の連携を図り、
農産物総合供給基地の確立を推進します。

○　消費者から信頼される安心で安全なおいしい
農産物の生産を促進します。
○　学校給食を始め地産地消を促進し、地元農産
物の消費拡大を図ります。

（1）食料の安定供給の確保

○　農産物のブランド化を促進し、産地の育成を
図ります。

○　農産物を積極的にＰＲするとともに、高速交
通網を活用した新たな販路の開拓を促進します。

○　生産コストの低減を図るため、農作業の機械
化・自動化を促進します。

○　安全でおいしい地元産米の普及に努め、消費
の拡大を促進します。

○　高原野菜を始め、果樹、花卉などの栽培の団
地化や生産の拡大、出荷時期等の調整を図り、
市場の信頼確保を促進します。

○　高齢者・女性にも扱いやすい軽量作物の生産
及び販路拡大や、新品種・新品目の導入を促進
します。

○　施設栽培や契約栽培等の導入により、安定的
な農業生産を促進します。

○　新たな特産物としてハーブやトウキなどの薬
草を導入し、温泉施設等の観光資源と連携した
活用を促進します。

○　優良種の導入と自給飼料の作付けにより、畜
産経営の安定化を促進します。

○　畜産農家と耕種農家、堆肥生産施設の連携に
より、有機資源を活用した土づくりを促進しま
す。

基本計画

979733397

＊ペレットストーブ：燃料にバイオマスエネルギー（生物体を原料にしたエネルギー資源の総称）を凝縮した「木質ペレット」を使用したストーブ。
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● 現状と課題

■　本市の森林面積は 26,256 ｈａで、市域の
61.9%を占めています。森林は、治山・治水、水
資源のかん養、国土や自然環境の保全といった公
益的機能を果たすとともに、木材生産や観光資源
としての経済的機能、森林セラピー等の保健休養
機能、自然体験学習等の教育機能といった多面的
機能を持つ貴重な資源です。

■　林業を取り巻く状況については、林業従事者の
減少や高齢化に加え、木材価格の低迷などによる
生産意欲の低下から、適切な森林管理が難しい状
況となっています。このため、間伐等の森林整備
が行われず森林の荒廃化が進み、多面的機能の低
下が懸念されています。

■　森林整備の効率化、生産性の向上を目的とした
林道の整備や、森林施業の共同化を促進し、適切
な森林管理に努める必要があります。また、森林
組合等の林業組織の強化を図りつつ、林業従事者
の育成・確保、就労環境の改善などを促進し、林
業経営体制の強化を図る必要があります。

■　本市は、シイタケ、シメジ、木炭などの林産物
が生産されていますが、生産者、生産量とも減少
傾向にあります。今後も、一層の産地化や栽培技
術の向上を図り、林産物の生産振興に努める必要
があります。

■　地場産材であるカラマツ材などの公共施設等へ
の利用促進を図るとともに、間伐材を燃料とする　
環境に配慮したペレットストーブ* の普及促進など、
新たな活用策を検討する必要があります。

■　森林の持つ水資源のかん養や治山・治水といっ
た災害防止機能は、市民生活の安全確保の面から
極めて重要です。
今後も、森林の持つ災害防止機能の維持・向上

を図るため、広葉樹を積極的に育成し、針葉樹と
広葉樹が適度に混交した多様な森林づくりに努め
るとともに、治山・治水事業を推進する必要があ
ります。

林　業林　業

緑の少年団

第3章 100万経済圏を目指した産業基盤の強化と新たな産業の創出
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人工林率

■ 森林面積（平成16年4月現在）

面　積 比　率 人工林 天然林 計

66.8

80.5

80.8

68.1

68.3

69.2

58.6

総面積
（単位：ha、％）

保有形態

私有林

立木地

県有林

市有林

財産区

計

公有林

総　数

国有林

26,256

5,711

604

2,574

5,303

8,481

12,064

100.0

21.8

2.3

9.8

20.2

32.3

45.9

17,539

4,599

488

1,754

3,624

5,866

7,074

8,369

1,016

99

804

1,594

2,497

4,856

25,908

5,615

587

2,558

5,218

8,363

11,930

◎　適切な森林管理を促進するとともに、カラマツ材などの地場産材の活用や林産物の生産振興に努めます。

◎　自然環境の保全、水資源のかん養や保健休養機能など森林の持つ多面的機能を有効活用し、交流人口の
増加を図ります。

● 施策の方向

● 主要施策

○　林道の整備や森林施業の共同化・機械化を促
進し、生産性の向上・森林整備の効率化を図り
ます。
○　森林組合など林業組織の強化を図り、林業従
事者の育成・確保、就労環境の向上等を促進し
ます。
○　シイタケ、シメジなど林産物の産地化や、栽
培技術向上のための技術普及に努めるとともに、
販路の拡大を促進します。
○　地場産材であるカラマツ材などの公共施設・
住宅等への積極的な活用を促進します。
○　ペレットストーブの普及促進により、間伐材
の有効活用に努めます。

（1）林業生産の振興 （2）森林保全と多面的機能の活用
○　保安林改良事業の活用や、適正な間伐・枝打
ち等により、針葉樹と広葉樹が適度に混交した
多様な森林づくりを推進します。

○　治山・治水事業の計画的な導入により、災害
に強い森林の維持を図ります。

○　森林セラピーやレクリエーション事業との連
携により、観光客との交流を促進するなど、交
流人口の増加を図ります。

○　森林・林業の大切さ、役割、必要性について
理解を深めるため、緑の教室の開催など学習機
会の拡充に努めます。

○　森林病害虫や、有害鳥獣等による森林被害の
予防・防止を適切に行い、健全な森林の保全を
図ります。

（資料：千曲川上流地域森林計画書）

基本計画

9999

水産業水産業

33399
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● 現状と課題

■　本市の水産業は、千曲川の清冽な水と恵まれた
自然環境を生かして、コイ、シナノユキマス、フ
ナ、ニジマス等が養殖されており、特に佐久鯉は、
全国的な知名度を有し、佐久のブランド品のひと
つでもあります。
また、千曲川のアユ釣りは全国各地から釣り人

が訪れ、夏の風物詩となっています。

■　佐久鯉の需要が低迷する中、今後は、佐久鯉の
一貫生産を促進するとともに、佐久鯉を始め、シ
ナノユキマス、フナなどを活用した新たな特産品
や創作料理の開発を進め、積極的なＰＲによる販
売市場と消費の拡大に努める必要があります。

■　水田養殖されるフナは、低農薬米のブランド形
成の一翼を担っており、生産の拡大が望まれてい
ます。

■　千曲川で獲れたアユやウグイなどの料理を提供
するつけ場を観光的に利用するなど、商業や観光
業との連携を深め、水産業の多面的な振興を促進
する必要があります。

■　養殖漁業は、水質の保全が操業環境の維持・向
上につながることから、生産施設の整備を促進す
るとともに、下水道事業や農業との連携を図りな
がら、河川を始め自然環境の保全に努める必要が
あります。

■ 内水面養殖魚の出荷状況 （単位：kg、千円）

年　次

平成13年

14　

15　

16　

17　

数　量

コ　　イ フ　　ナ ニジマス

出荷額 数　量 出荷額 数　量 出荷額

106,700

126,200

100,403

77,900

89,300

60,250

72,180

61,890

54,530

62,510

20,200

18,798

17,950

19,000

19,967

28,880

22,308

21,540

23,750

24,959

124,366

114,100

116,380

111,000

115,000

75,623

77,820

71,794

68,000

74,750

名産・佐久鯉

（資料：農政課）

第3章 100万経済圏を目指した産業基盤の強化と新たな産業の創出
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● 主要施策

○　フナの水田養殖など、農業との連携を促進し
ます。
○　つけ場の観光的利用など多面的な振興を促進
し、交流人口の増加を図ります。
○　周辺自然環境の保全を推進し、操業環境の維
持・向上を図ります。
○　養殖生産施設の整備を促進し、生産性の向上
と合理化を図ります。
○　水産試験場等と連携し、信州サーモン等の環
境に適した新魚種の導入を促進します。

（1）内水面漁業の振興 （2）ブランド化の促進

○　佐久鯉の一層のブランド化を図るため、地元
での一貫生産を促進します。

○　新たな加工処理による特産品や、創作料理の
開発など高付加価値化を促進します。

○　様々なメディアにより佐久鯉等のＰＲを積極
的に行い、新たな市場の開拓や消費の拡大に努
めます。

○　飲食店、旅館・ホテルなどと連携し、観光客
への佐久鯉等の提供体制の整備を促進します。

基本計画

◎　交通の要衝にある本市の優位性を生かし、新たな特産品等の開発による多角的な販路の拡大を促進する
とともに、観光施策などとの連携による交流人口の増加を図ります。

◎　養殖施設の整備・改善を促進するとともに、河川の良好な水質を確保するなど、操業環境の維持・向上
に努めます。

● 施策の方向

101101333101
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第2節 にぎわう・ふれあう商業の展開

● 現状と課題

■　高速交通網の整備に伴う都市基盤整備の進展に
より、北陸新幹線佐久平駅や上信越自動車道佐久
インターチェンジ周辺を中心に新たな商業集積が
進み、平成１５年の長野県商圏調査における旧佐
久市の商圏人口は、約２５万人へと拡大していま
す。
また、市町村の商業力の基本的な指標の一つと

なる吸引力係数は230.6 ％であり、長野県内で
はトップとなっています。

■　本市の商店街は、岩村田・中込中央・中込・
野沢・臼田・塩名田・望月の各地に形成され、「街の
顔」「暮らしの広場」として、地域住民にくつろぎ
の空間を提供し、地域コミュニティを育む場所と
して大きな役割を果たしてきました。
しかし、モータリゼーションの進展、消費者ニ

ーズの多様化・高度化に加え、新たな商業集積の
影響等により、卸売・小売業の店舗数が減少する
など既存商店街の空洞化が進んでいます。

小諸市

佐久穂町

小海町

南牧村

南相木村

北相木村

川上村

軽井沢町

御代田町
立科町

平成15年全品目吸引力係数（％）

平成12年全品目吸引力係数（％）

53.0 
70.0 28.6

37.0
11.5
16.0

19.2
22.5

53.9
55.5 

16.8
14.6

27.2
34.7 

0.8 
1.1

1.2
1.6

2.8
5.6 

24.3
24.9

旧佐久町

旧八千穂村

■ 佐久市商圏の現況

佐久市

230.6
202.0

56.0 
74.9

0.8
6.7

20.7 
35.4

旧佐久市

旧臼田町
旧望月町

旧浅科村

■ 商業の概要

平成6 9 11 14 16年0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

600

900

1,200

1,500

従
業
者
数（
卸
売
）

商
店
数（
小
売
）

商
店
数（
卸
売
）

従
業
者
数（
小
売
）

年間販売額（小売）

年間販売額（卸売）

（店・人）

（億円）

5,949 6,010

6,857
7,270 7,075

1,135
1,244 1,241

1,301 1,256

1,130 1,086 1,070

895

752

232 228 239 218

212

1,311 1,240 1,286 1,198

1,166

1,730 1,562 1,748 1,759

1,479

商業・サービス業商業・サービス業

●商業・サービス業

※小売業には飲食店の数値は含まれない。 （資料：商業統計調査）（資料：長野県商圏調査）
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空き店舗の有効活用を図る

商業経営の見直し（専門店化、流通の合理化等）を進める

駐車場の整備を進める

商店街の近代化（街並みの景観形成等）を進める

商店街のイベントや祭りを充実させる

道路交通網の整備を進める

インターネット等の情報通信網を活用した新たな流通システムを構築する

商業地周辺の宅地開発を進める

■ 平成17年度 佐久市総合計画策定に係る市民アンケート
　　 商業について、力を入れるべき施策（複数回答）

0 10 20 30 40 50%

44.4

37.5

31.5

24.3

15.1

11.5

11.2

8.8

■　このような状況下、既存商店街の賑わいの創出
に向け、アーケードや街路灯、駐車場の整備、ま
た地域資源を活用した各種商業祭の開催など、商
店会・地域住民等との連携により、ハード・ソフ
ト両面による活性化策を推進し、魅力的な商店街
の形成に努めてきました。

■　本市は、豊かな自然と貴重な歴史・文化遺産を
有するとともに、佐久鯉・地酒等の特産品も豊富
です。また、健康長寿都市にちなみ建立された長
寿地蔵尊（ぴんころ地蔵）が新たな観光名所とな
り、その周辺で定期的に開催される山門市は、多
くの人々で賑わっています。
このように多種多様な地域資源を生かした各種
商業祭の充実を図るとともに、特産品のブランド
化や、高速交通網を活用した販路の拡大とＰＲに
努める必要があります。

■　市民アンケートでも要望の高い空き店舗の有効
活用を図るため、起業対策としてのチャレンジシ
ョップの整備を行うとともに、地元特産品等の販
売市場の拡大を図るため、情報通信技術を活用し
た電子商店街（バーチャルモール* ）の構築等を促
進する必要があります。

■　既存商店街の魅力を高める環境整備等への支援
を行うとともに、佐久市中心市街地活性化基本計
画を策定し、活性化事業の推進や、ユニバーサル
デザインの導入及び緑化に配慮した市街地整備を
総合的かつ計画的に推進する必要があります。

■　大型店の新規出店の増加を背景に、既存商店街
の空洞化が進む中、まちづくり３法* が改正されま
した。
今後の大型店の出店に際しては、中心市街地に

おける都市機能の増進及び経済活力の向上のため、
無秩序な進出による周辺地域への影響を考慮し、
適切な対応を推進する必要があります。

■　今後も、商店会・地域住民・商工団体などと連
携し、地域コミュニティの場として、潤いと安ら
ぎのある商店街づくりを推進し、誘客を図ること
が重要です。
また、商工団体や関係機関との連携を強化し、

経営指導事業の充実や融資制度の拡充を図り、消
費者ニーズに対応したきめ細かなサービスが提供
できるよう、個店のレベルアップを促進する必要
があります。

■　サービス業については、少子・高齢化の進展や
生活様式の多様化による市民ニーズの変化に伴い、
保健・医療・福祉や余暇関連等の個人関連サービ
ス業の需要が、今後さらに増加することが予想さ
れることから、市民・企業ニーズに応じられる専
門的技術者の養成が求められています。
また、商業を支える流通基盤の機能を強化する

ため、高速交通網の結節都市としての地理的優位
性を生かし、佐久流通業務団地への物流関係企業
の誘致を推進する必要があります。

＊電子商店街（バーチャルモール）：インターネット上に仮想店舗の集まった商店街。 インターネット上で商品を紹介し、その商品の買い物ができるシ
ステム。
＊まちづくり3法：大型店等の郊外立地を原則禁止し、中心市街地へ誘導することにより空洞化に歯止めをかけるための関連法。 大型店の出店地域を　
規制する都市計画法、中心部の活性化のために集中支援をする中心市街地活性化法、出店に際し周辺地域の生活環境の保持を図る大規模小売店舗立地
法を指す。

基本計画

（資料：企画課）
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◎　特産品のブランド化や空き店舗の有効活用を促進するとともに、商工団体等との連携のもと、経営指導
体制の充実や融資制度の拡充を図ります。

◎　商店街の魅力を高める環境整備への支援や、佐久市中心市街地活性化基本計画の策定による市街地整備
と、関係機関と連携した商業活性化事業を展開し、商店街への誘客を図ります。

● 施策の方向

● 主要施策

○　地場産業や歴史的資産、伝統的建物など地域
資源を活用し、各種商業祭の充実を図ります。

○　商業活性化の中心的役割を果たす商店会組織
の機能強化を促進するとともに、街おこし事業、
活性化事業への支援を図ります。

○　特産品のブランド化を図り、販路の拡大と
様々なメディアによる積極的なＰＲに努めます。

○　空き店舗の実態把握に努めるとともに、チャ
レンジショップの整備と活用により、意欲ある
起業家を育成し、空き店舗の解消を図ります。

○　新たな顧客の創出、販売市場の拡大を図るた
め、電子商店街（バーチャルモール）等のイン
ターネット商取引やＩＣカードの導入を支援し
ます。

○　商工団体等と連携し、中小企業振興資金等の
融資制度の拡充を図るとともに、指導体制・研
修等の充実に努めます。

○　社会経済情勢の変化に柔軟に対応するため、
業態の開発や業種の転換を支援するとともに、
感性豊かな経営者・後継者育成事業の強化に努
めます。

（1）商業経営の体質強化 （2）魅力ある商店街の整備

○　地域コミュニティの場として商店街の魅力を
高めるため、環境整備を支援します。

○　佐久市中心市街地活性化基本計画を策定し、
緑化や景観等に配慮した公園や駐車場整備を推
進します。

○　誰もが快適と感じる市街地整備を図るため、
ユニバーサルデザインを導入した歩行者空間、
店舗整備を促進します。

○　大・中型店と既存商店街との調和のとれた商
業集積を図るとともに、中心市街地の活性化に
関する施策を計画的に推進します。

○　観光業など他の産業との連携を強化し、集客
力の向上を図ります。

○　流通業務団地への物流関係企業の誘致により、
流通基盤の機能強化を図ります。

○　サービス産業の活性化を図るため、専門的技
術を備えた人材の育成・確保を促進します。

（3）流通圏域の拡大

（4）サービス業の振興

野沢山門市 整備された市街地（岩村田駅前）

第3章 100万経済圏を目指した産業基盤の強化と新たな産業の創出
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第3節 ネットワークと交流で輝く観光拠点の創出

● 現状と課題

■　本市は、妙義荒船佐久高原、八ヶ岳中信高原の
２つの国定公園や、内山牧場、長野牧場、内山峡、
田口峠、大河原峠、春日渓谷など豊かな自然を有
するとともに、旧中込学校、龍岡城五稜郭、中山
道宿場跡など貴重な歴史・文化遺産を有していま
す。
また、子ども未来館、うすだスタードーム、近
代美術館、コスモス街道、野辺に佇む石仏、美肌
の湯で有名な春日温泉を始めとする温泉施設など
を有するほか、佐久の味として、佐久鯉、五郎兵
衛米を代表とする米、信州味噌、地酒、もも、プ
ルーン、りんごなど土産品も豊富であり、多種多
様な観光資源に恵まれています。
このように、豊かな自然や歴史・文化遺産、温
泉施設などの観光資源を有する中、上信越自動車
道に隣接する、日本で3番目となる佐久平ハイウ

ェイオアシス・平尾山公園を通年型の観光拠点と
して整備するなど、魅力ある観光地づくりに努め　
ています。

観　光観　光

コスモス街道

龍岡城五稜郭

●観　光

基本計画
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（資料：観光課）

■　本市の観光客数は、平成１７年が１６９万人と
増加傾向にあります。しかし、軽井沢や清里高原、
蓼科高原などの中間にある観光ルート地点として
の優位性が十分に発揮されていません。
高速交通網の整備による移動距離の拡大ととも

に、観光客のニーズが多様化し、観光地間競争が
激化する中、新たな観光拠点を整備し、観光バス
等による様々な観光資源とのネットワーク化を図
り、市内で楽しめる観光地づくりを進めなければ
なりません。
さらに、観光案内標識や物産販売所の設置など

観光関連施設の充実に努めるとともに、近隣の観
光地と連携し、中間観光地の優位性を発揮した広
域観光ルートの創出を図ることが重要です。

■　佐久バルーンフェスティバルや信州ＳＡＫＵ音
楽祭佐久ミュージカル、佐久鯉まつり、小満祭、
どんどん祭り、 祭り、望月駒の里草競馬大会な
ど地域の特色を生かした各種イベントを開催し、
全国から多くの観光客が訪れています。また、跡　
部の踊り念仏、根神社式三番叟、湯原神社式三番、
上原の鳥追い祭りなど様々な地域の伝統文化を継
承する催事が行われています。

これら地域の特色や、伝統文化を生かした各種
イベントの充実に努める一方、市域全体の観光振
興につながる広域的イベントの可能性についての
検討を加えるなど、さらなる誘客に努める必要が
あります。

■　地域自体が観光資源という考えのもと、食や伝
統文化、歴史的街並み、自然、地場工芸等を生か
し、味の観光や歴史の観光、また自然や健康、温
泉など、豊富な観光資源を体系的に位置付け、関
係機関と連携し、本市独自の観光空間を創出する
必要があります。
また、農業や林業、水産業等との連携を深め、

地域特性を生かした「ものづくり体験」の検討を
進め、新たな体験型の観光ブランドづくりも重要
です。

■　ホームページ等による観光情報の充実を図り、
新規観光客はもとよりリピーターの確保に努め、
佐久市のファンの増大を図るとともに、首都圏・　
日本海圏・太平洋圏を結ぶ本市の地理的優位性を
生かし、交流とにぎわいを創出する１０００万交
流圏を目指す必要があります。

■ 観光入込客延人数
地 名

美 笹 高 原

佐 久 平

佐 久 高 原 内 山 峡

平 尾 山 公 園

田 口 峠 ・ 狭 岩 峡

龍岡城跡五稜郭・稲荷山公園

大 河 原 峠・春 日 渓 谷

春 日 温 泉

望 月 高 原

中 山 道 望 月 宿

合 計

106

416

159

454

17

95

62

153

107

79

1,648

109

406

176

430

17

96

56

169

97

77

1,633

106

424

172

412

16

96

56

129

105

76

1,592

104

406

205

432

17

96

56

127

108

74

1,625

93

404

203

528

17

100

53

121

102

70

1,691

平成 13年 平成 14年 平成 15年 平成 16年 平成 17年

（単位：千人）

第3章 100万経済圏を目指した産業基盤の強化と新たな産業の創出
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◎　新たな観光拠点を整備し、様々な観光資源とのネットワーク化を図るとともに、観光関連施設の充実に
努め、近隣の観光地と連携した広域観光ルートの創出を図ります。

◎　豊富な観光資源を生かした多彩な観光イベントの開催や、体系的に位置付けた本市独自の観光空間の創
出、また新たな体験型観光のブランドづくりに努めます。

◎　ホームページ等の充実により観光情報を全国に発信するとともに、四季を通して楽しめる、魅力ある通
年型観光地づくりを進めます。

● 施策の方向

信州SAKU音楽祭佐久ミュージカル 臼田小満祭

浅科中山道宿場祭り 望月駒の里草競馬大会

基本計画
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佐久バルーンフェスティバル「ナイトイリュージョン」

● 主要施策

○　龍岡城五稜郭、中山道望月宿、春日温泉など
の周辺整備を進め、新たな観光拠点の創出に努
めます。

○　観光案内標識や物産販売所の設置など、各種
観光関連施設の充実を図ります。

○　四季を通して楽しめる、魅力ある通年型観光
地づくりを推進します。

○　佐久平ハイウェイオアシスやその周辺施設の
充実を図ります。

○　佐久バルーンフェスティバルや望月駒の里草
競馬大会など、地域特性を生かした各種イベン
トの充実を図るとともに、新たな広域的イベン
トの開催を検討します。

○　味や歴史、また健康等を題材とした本市独自
の観光空間を創出します。

○　観光客の満足度を上げるため、他の産業と連
携した新たな体験型観光ブランドづくりを促進
します。

（1）観光基盤の整備

（2）観光振興施策の充実

（3）観光ルートの創出

○　観光案内人の育成により観光案内の充実に努
めるとともに、様々なメディアやパンフレット
を活用した観光宣伝活動を充実し、新規観光
客・リピーターの確保に努めます。

○　地域の特色を生かした新たな土産品の開発を
促進します。

○　観光周遊バス等の運行を推進し、市内観光名
所のネットワーク化を図ります。

○　高速交通網の整備による地理的優位性を生か
しつつ、周辺観光地との連携による広域観光ル
ートの確立を図ります。

○　豊富な地域資源を活用したハイキング、ウォ
ーキングルートの整備を図ります。

○　岩村田宿から望月宿・茂田井間の宿までの中
山道沿線の歴史・文化遺産をネットワーク化し
た観光ルートの構築を推進します。

第3章 100万経済圏を目指した産業基盤の強化と新たな産業の創出
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第4節　技・人・モノが集う工業の進展

● 現状と課題

■　本市の工業は、三河田、長土呂、北川などの市
営工業団地９団地と佐久リサーチパーク、小田井
などの県営工業団地３団地の合計１２か所の工業
団地を核として、電気機械・一般機械などの業種
を中心に発展してきました。
しかし、平成１６年の製造品出荷額等は、景気
低迷の影響から３２５事業所（従業者4人以上の
事業所）で約２,５２３億円と減少しており、今後
も、国際競争の激化、製品単価の引き下げなどか
ら、厳しい経営環境が続くことが予測されます。

■　近年、経済のグローバル化などから大手企業等
の生産拠点の海外移転による産業の空洞化が進行
しており、地方の中小企業も、製品の低コスト化
や多品種少量生産型への転換が求められています。

また、世界市場を視野に入れた高付加価値製品
の開発など新たな産業を創出するとともに、情報
通信技術の活用による経営基盤の強化に努める必
要があります。

■　本市を支える工業の多くは中小企業であり、国
際競争力を高めるため、製品の高付加価値化や企
業・研究機関が保有する新技術による製品の開発、
技術力の強化が重要な課題となっています。
今後も、本市のものづくり支援の役割を担う産

業振興センターの充実を図るとともに、商工団体
を始め、関係機関や大学等の研究機関と連携し、
産学官連携、産産連携を積極的に支援する必要が
あります。

■　経営基盤の強化には、高度で専門的な知識や経
営改善に向けた能力を備えた人材の育成・確保が
必要不可欠であり、市民アンケートでも高い要望
となっています。

■ 工業の概要

平成12 13 14 15 16年

2,000

2,500

3,000

8,000

10,000

12,000

300

350

400 380
360

340
352

325

11,021
10,603

10,054 10,067 9,747

2,749 2,713

2,453 2,470 2,523

（億円）

（人）

（事業所）

製造品出荷額等

従業者数

事業所数

工　業工　業

三河田工業団地

※従業者4人以上の事業所 （資料：工業統計調査）

●工　業

基本計画
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技術の高度化に対応するための人材育成を図る

企業の技術開発や起業家の支援を充実する

既存企業の育成・振興を図る

地場製品のPRや販路拡大を進める

工業団地の造成により企業誘致を進める

情報通信基盤整備を進め、産業の高度化を図る

試験・研究機関などの誘致を進める

■ 平成17年度 佐久市総合計画策定に係る市民アンケート
　　 工業について、力を入れるべき施策（複数回答）

0 10 20 30 40%

37.0

33.6

30.7

24.3

22.5

16.8

13.5

今後も、関係団体が実施する各種研修等への支
援を積極的に行うとともに、高度な知識・技能と
情報活用能力を備えた人材の育成や、高度情報通
信基盤の整備を促進していく必要があります。

■　わが国は、少子・高齢化の進展により人口減少
社会を迎えています。人口の減少は、経済活動の
停滞や地域社会の活力の低下を招きます。
本市は、上信越自動車道、北陸新幹線の整備に

より首都圏への時間距離が短縮されたことから、
これまで首都圏を中心とした企業誘致に努めてき
ました。
今後、中部横断自動車道の整備が進み、日本海

圏・太平洋圏へのアクセスも向上することから、
これらの圏域からの企業誘致も積極的に推進する
中、雇用・就業機会の創出に努め、市内産業、そ
して地域社会の活性化を図らなければなりません。

■　企業誘致にあたっては、用地取得・設備投資に
対する助成制度や、本市の優れた立地条件を全国
に発信するとともに、企業が求める立地条件の意
向把握に努める必要があります。
特に、企業の国内製造拠点の集約化、海外移転

が進展する中、既存工業団地への誘致や、新たな
受皿となる用地の確保など、先行造成型の整備の
みならず、企業が求める立地条件に迅速かつ柔軟
に対応しなければなりません。

■　本市は、高燥冷涼な気候を生かした酒・味噌・
醤油などの醸造業も盛んで、特に酒は市内に１１
蔵の造り酒屋があり、県下でも有数の生産量を誇
る酒の郷として全国に知られています。
今後は、伝統ある地場製品としてのブランド化

や観光・農業施策等と連携した新製品の開発を促
進するとともに、高速交通網を活用した販路の拡
大とＰＲに努める必要があります。

■　本市は、晴天率が高く日照時間が多いといった
特性を有していることから、環境省が進めている
大規模太陽光発電事業可能性調査対象地区に選定
されています。
今後も、市内事業者や関係機関と連携し、新た

な産業の創出を促進する必要があります。

新酒の仕込み

（資料：企画課）

第3章 100万経済圏を目指した産業基盤の強化と新たな産業の創出
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◎　社会経済情勢の変化に対応できる中小企業育成のため、産業振興センターの機能拡充に努め、地域内外
の企業間連携、産学官連携による技術開発や技術力の強化を図り、新たな産業の創出を支援します。

◎　本市の恵まれた立地条件を生かし、積極的な企業誘致に努めるとともに、高度情報通信基盤の整備や人
材育成を促進し、経営基盤の強化を図ります。

● 施策の方向

● 主要施策

○　佐久市産業振興ビジョンを策定し、中小企業
の育成を促進します。
○　産業振興センターの機能を拡充し、中小企業
の振興・支援を図ります。
○　社会変化に柔軟な対応が図れる経営者と、技
術力が高く創造性豊かな人材の育成を促進しま
す。
○　市場ニーズ、技術・製品化などの情報が迅速
に入手できるよう高度情報通信基盤の整備を促
進し、操業環境の充実に努めます。
○　製品の高付加価値化、生産性の向上等に資す
る設備投資や、用地取得への助成制度の活用を
促進します。
○　関係団体との連携のもと、経営指導、研修、
展示会の開催等を促進します。
○　優れた技術・技能を有する高齢者の活躍の場
を確保するとともに、後継者の育成を促進しま
す。
○　制度資金の充実を図り、経営の安定化、高度
化に必要な資金のあっ旋に努めます。
○　企業の信用力強化や品質の向上を図るため、
検査機関の誘致に努めるとともに、国際標準
（ＩＳＯ*）の認証取得を促進します。

○　本市の産業の一層の振興を図るため、構造改
革特区制度の活用を検討します。

（1）企業の育成 （2）企業誘致の推進

○　本市の優れた立地条件等を全国に発信し、首
都圏のみならず、日本海圏・太平洋圏の企業誘
致を推進します。

○　分譲中の工業団地への立地促進を図るととも
に、企業が必要とする立地条件の把握に努めつ
つ、企業立地用地の確保を推進します。

○　関係機関と連携し、太陽光発電を始め、新エ
ネルギー分野の新たな産業の創出を促進します。

○　市内外の高度技術を有する企業や、長野県工
業技術総合センター・大学等の研究機関、関係
機関との連携により、技術開発、生産基盤の強
化を促進します。

○　佐久ものづくり研究会等の異業種グループの
活動を支援し、新製品開発、技術交流を促進し、
佐久ブランドを確立します。

○　伝統的な地場産業の市場開拓・販路拡大のた
め、物産展等への出店、新技術の導入、またデ
ザイン開発力の支援に努めます。

○　地場製品のブランド化や、観光産業・農業等
と連携した新商品開発を促進するとともに、積
極的なＰＲ、販路の拡大に努めます。

＊国際標準（ＩＳＯ）：国際標準化機構。モノやサービスの流通を促進するため、国際的に通用する品質保証規格、環境保全規格などを制定している。

基本計画

（3）地域間・異業種間交流の促進
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■ 市内工業団地位置図
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就労・雇用就労・雇用

第5節　働く機会と人づくり

● 現状と課題

■　日本経済は、バブル崩壊後の景気低迷期を脱し
つつあり、企業収益の改善による設備投資の増加
と、個人消費の緩やかな増加による回復基調が続
いています。しかし、オイルショック時以来とな
る急激な原油価格の高騰などから、依然として先
行き不透明感はぬぐいきれない状況にあります。

■　完全失業率は高水準から低下傾向にあり、有効
求人倍率も景気の回復に加え、団塊世代の大量退
職を背景に上昇傾向となるなど、雇用情勢は厳し
さが残るものの改善に広がりが見られます。
また、佐久地域における有効求人倍率も、新規
求人数の増加に伴い改善の傾向が見られます。

■　経済のグローバル化が進み、世界を一つの大き
な市場とした地域間競争が激化する中、企業は、
技術革新やさらなる情報化の進展に即応できる、
高度な技術力を持った人材を求めています。
このため、佐久技術専門校や佐久高等職業訓練

校、佐久情報センターなどの活用により、高度な
技術・技能や情報活用能力を備えた人材の育成が
一層重要となっています。

■　また、雇用・就業機会の創出につながる企業誘
致や既存企業の育成を積極的に進め、地域雇用基
盤の安定・確保を図るとともに、関係機関と連携
し、就職ガイダンスを開催するなど、求人・求職
情報の収集、提供の充実に努める必要があります。
そして、若年労働力の確保、新規学卒者の地元

就職促進を図るとともに、Ｕターン、Ｊターン、
Ｉターン施策を推進し、定住促進に努めなければ
なりません。

職業訓練

■ 有効求人倍率の推移

平成13 14 15 16 17年度0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

0.68

0.54

0.75

0.87
0.94

0.15 0.17 0.17

0.30

0.44

0.27 0.28 0.29

0.40

0.53

1.08

0.85

1.12

1.21 1.19
45 歳未満

全体

45歳以上

55歳以上

●就労・雇用

（資料：佐久公共職業安定所）
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＊フリーター：正社員以外の非正規雇用形態（アルバイト、パートタイマーなど）で生計を立てている若者。（年齢15～34歳）
＊ニート：職に就いておらず、就労に向けた具体的な動きをしていない若者。（年齢15～34歳）
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■　少子・高齢化の進展に伴い、生産年齢人口の減
少が進み、労働力不足が懸念されています。とり
わけ、団塊世代の大量退職は、このような生産年
齢人口の減少に拍車をかけます。
バブル崩壊に伴う景気の低迷や経済のグローバ

ル化に伴い、従来の終身雇用制度、年功序列型賃
金体系など日本型雇用システムが崩壊する一方で、
フリーター* 問題が顕在化しています。また、新た
な社会問題としてニート* の増加が指摘されていま
す。

■　今後も、関係機関や企業と連携し、市民アンケ
ートでも要望の高い高齢者の働く場や機会の確保
を促進するとともに、高齢者を含め、女性、障害

者等の雇用機会の拡充、雇用における処遇や労働
条件の向上、また技術・知識を十分に発揮できる
就労体制の整備を促進する必要があります。
特に人口減少社会を迎え、少子化の進展は危機

的な状況にあることから、仕事と家庭が両立でき
る労働環境への改善を促進する必要があります。

■　長野県佐久勤労者福祉センターなど勤労者の福
祉施設の整備を進めてきましたが、今後も、教養、
娯楽、会議等の場に利用できる福利厚生施設の充
実や佐久市勤労者互助会への加入促進に努め、勤
労者の福利厚生の向上を図る必要があります。

◎　企業ニーズに応じた人材確保に向け、関係機関と連携し、高度な技術・技能を備えた人材育成を促進す
るとともに、就職情報の提供、相談業務の充実に努めます。

◎　関係機関や企業と連携し、女性、高齢者、障害者等の雇用機会の拡充に努めるとともに、労働環境の改
善を促進します。

● 施策の方向

電機・機械組立工場

第3章 100万経済圏を目指した産業基盤の強化と新たな産業の創出
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● 主要施策

○　佐久技術専門校、佐久高等職業訓練校、佐久
情報センターの活用により、社会経済情勢の変
化に対応した高度な知識や技術・能力を備えた
人材の育成を促進します。
○　佐久公共職業安定所、商工団体等の関係機関
との連携を強化し、就職情報の収集・提供、相
談業務の充実に努めます。
○　新規学卒者等の地元企業への就職を促進する
ため、インターネット等を利用した積極的な情
報提供に努めます。
○　団塊世代の大量退職者などのＵターン、Ｊタ
ーン、Ｉターンによる定住を促進し、高度な知
識を有する労働力の確保・技術の継承に努めま
す。
○　高齢者就職相談、佐久シルバー人材センター
事業等の充実に努め、高齢者の雇用を促進しま
す。
○　企業と連携し、女性が仕事と出産・育児を両
立できる労働環境への改善を促進します。
○　関係機関と連携を図り、障害者等の雇用を促
進します。

（1）労働力の確保
○　勤労者の健康増進、研修・娯楽活動の場とし
て、勤労者福利厚生施設の充実と活用を促進し
ます。

○　勤労者の福利厚生の向上を図るため、佐久市
勤労者互助会への加入を促進します。

（2）勤労者福祉対策の充実

基本計画
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